
予算編成のポイント

平成 31年度予算 (案)のポイント

資料 1

平成 31年 2月 12日
小 樽 市 財 政 部

※ 数leLは概数のため、端数は合わないことがある。
※ 前年度比は 平成00年度当初予算雲との比較

～みらいに向けた “備え・はぐくみ"予算～

第 7次小樽市総合計画基本構想の 「まちづくり 6つのテーマJに沿って、

特に近年増加する自然災害や少子化への対策として、安全 安心への備えや
子育てを中心に、公約の推進を重視した施策を展開

○ 主 要 事 業 〈安全 安心への備え及び子育て予算は太字)

憂らして子どもを生み育てることのできるまち (子ども・子育て)

〔[曾J『量言::]li』[〔]:儒嘗,I言][]:優
9襲奮齋真ラ雪9分璽僣、

 〕
誰もがいきいきと健やかに暮 らせるまち (市民福祉 )

〔[][:奮導意]曇
籍「 蔓獣礎遭得彙「 層岳簿を輩黒昴査藁鼻慕費ムサ:コ夏爵轟

〕

強みを生かした産業振興によるにぎわいのまち (産業振興 )

〔准涯姜裏菫量

'菫

毛F碁喜裏属49軍5)斐鷹彗量腺壁発「 落Z鼻書胃醤諄環[街
活

〕

生活基盤が充実 した安全で暮 らしやすいまち (生活基盤 )

〔i菖II『言:][景],:3][『
「
[#瞥髯[][曇〕う言][ζ[書ξttf:〕

まちなみと自然が調和 し、環境にやさしいまち (環境・景観 )

〔嚢覆黎]終
処分場の整
「
、清掃事業所のごみ収集車の更新、築港臨海公園記含遊具の

〕

生きがぃにお 、れ、人と文化を育むまち (生きがい、文化 )

〔春誓

館展示室照明のLED化 改修、重要文化財 曰日本郵船田小樽支店の保存修理工事

〕

○収支改善プランの着実な推進

将来負担や必要性 有効性を十分に検証した上で事業を厳選 し、収支の改善に取組む
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2 予  算  規  模   x″ 二  Fッ だつι'●ま″θO当クラ算≠″蒙 イθだ議工分,との比較

① 一般会計 5

特別会計

企業会計

72 0億 円  (前年度当初予算比

7 4億 円  (前年度当初予算比

8 3イ意円  (前年度当初予算比

+209億円 +38%)
イ≠/た θ億円  ≠ ′ /●

▲190億円 ▲ 55%)

+130億円 +53%)

２

　

５

３

　

２

②
　
③

全 会 計 1,157 7億 円 (前年度当初予算比 +149億 円 +1300)

ζ≠ ′θ億円 ≠ ′′%ツ

○ 市税は、収入率の増加などにより前年度よりも増額で見込む。
地方譲与税や交付金についても、増額が見込まれる。

○ 実質的な地方交付税については、国の地方財政対策に基づき
30年度決算見込額よりも減額で見込む。
※実質的な地方交付税   普通交付税+臨時凛オ政対策債

○ 平成 31年度もう|き続き、予算編成に財源不足が生じている。

○ 過疎債ソフト分の充当及び財政調整基金の取崩しなどにより、
収支均衡予算を編成。

3収 入 状 況

①  一 般 財 源 収 入     337 5億 円 前年度当初予算比 +23億円 07%)

②  必要な一般財源     355 4億 円 (前年度当初予算比 +62億円 18%)
ζ
`′
′億円▲′′%ツ

③  財 源 過 不 足 額      ▲ 17 9億 円 (前年度当初予算比 +39億円)
ζ
`′
2億円》

④  財 源 対 策     過疎債ソフト分の充当 (22億円)、
財政調整基金の取崩し (157億円)により、
収支均衡予算を編成
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平成 31年度予算編成の状況←般会計一脚オ源ベース)

平成 30年度

中一般財源収入

(財源対策前 )

(A)

歳出充当一般

財 源 必 要 額

(3)

財源対策前の

財源過不足額

(A)― (3)

X 各項目で四捨
=入
しているので

合計や増減雲が合わないことがある。

+増 ▲減  〔単位 :億円〕
+2 3(+07%)

※ 主 な 増 減

市   税   +3
譲与税 交付金 +1
臨時財政対策債 ▲ 3

５
　

０

　

２

―́

3492

(θ Oア  イノ

+6 2 (+
F42 0 4
※ 主 な
人 件 費
扶 助 費
公 債 費
行 政 経 費

維持補修費

繰 出 金

180/c)

α %́ノ ′

増 減
▲ 0 5
+1 8
▲ 2 4
■ 1  7

+7 5

ζ40′ ∂ノ
▲ 1  9

(財源対策 )

過疎債ソフト

財調取崩

▲ 140
6422 /ノ

22
118

過疎債ソフト分充当及び財政調整基金

の取崩しにより収支均衡

+3 9
仁  ` 2′
※ 財源不足額は増加したが、除言費を

含めて比較すると減少している

← 16 5(305定 後財調残高 )

平成 31年度
3375

3554
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平成 31年度―舟投会計予算 (案)の概

予算規模

X予算規模 最大 平成 1l r―度 '4,1億円

× 数値は概数のため 端数は合わないことがある.
X 前年度比は 平成30年度当初予算観との比較

5720億 円 (対前年度当初予算比 20 9億 円)

イ アプ 遷ヌ治う●リ

イσ∂0 _7億円》  `ノ 2  ∂淡島らり  ζ2  2%〃

般会計予算規模の推

平成31年度 平成30年度 増減 増減率

一般会計 5720準旨円 5511億円 209億円 陀
抑
０
０
う
０

r砦す僣円]

各年度当初予算

(改選期 ま2定視計 )

(H,cは修正可決後)

54,45422型
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2 歳  入

○市

○譲与税 交付金  30
(主な増減)
地方消費税交付金 (+08億円)

○地 方 交 付 税 157

0臨時財政対策債  13

税  135 7億 円 (対前年度当初予算比 +3 5億 円 )

6億円 (対前年度当初予算比 +1 0億 円)

地方譲与税(+01億円)地方特171交付金(+01億円)

4億円 (対前年度当初予算比 +0 2億 円)

1億円 (対前年度当初予算比 ▲3 2億 円)

円

区    分 平成31年度 平成30年度 増 減 伸び率

市民税
個 人 429 430 ▲ 01 ▲ 02%

法 人 ‘^ 142 ▲ 11 ▲ 77%

固定資産税 57フ 537 40 74%

都市計画税 108 101 0フ 69%

た ば こ税 92 92 00 00%

そ  の 他 20 20 00 00%

合   計 1357 1322 〓
）０^ 26%

区 分 平成 31年度 平成 30年度 増 減 伸び率

地方 交付税 1574 1572 02 01%

1瑯 1487 1484 03 02%

1特 別 87 88 ▲ 01 ▲ 11%

臨時財政対策債 131 163 ▲ 32 ▲  196%

〈
ロ 計 1705 1735 ▲ 30 ▲  17%

※ 平成 31年度の普通交付税は 30年度決算見込額 (1466億 円)よ り21億円増で計上
※ 平成 31年度の臨時財政対策債は、30年度決算見込額 (161億円)よ り30億円減で計上

○国・ 道

(主な増減)
回庫文出全

道支出全

○市

(主な増減)

支出金 150 5億 円 (対前年度当初予算比  +6 1億 円)
イ≠5 2億円》

ブレミアム●商品券補助金(+06億円)社会資本整備総合交付金(+15億円)ζ≠αδ億円》
生活保護費負担金 (▲06億円)建物大規模改T.‐事業費補助金 (幸小)(+12億円)
子どものための教育 保育給付費負担仝及び交付金(+ll億円)
子どものための教育 保育給付費負担金 (+06億円)参議院議員通常選挙貴委託金(+05億 Fl)

債   26 5億 円 (対前年度当初予算比  +11 5億 円)
※臨時財政対策債を除く

穣与税 交付金 他会計繰入金 o7 市債 (過疎ソフト臨財債麻 )

l(- -fiqFrrn 337.s (r*Fi.Jrfi)

防災対策事業債 (■ 14億円)義務教育施設整備事業債 (■ 55億円)港湾事業債 (■25億円)
社会教育施設整備事業債 (+09億円)廃案物処理施設整llm事業債 (+05億円)

過轟ソ
iV瓢雲認
基金繰入 ●用料

負担全など

国 道支出金

1505

市税

1357

地方交付税

1574
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3 歳  出  (経費別 )

○人 件 費
(主な増減,

92 1億 円  (対前年度当初予算比 ▲0 5億 円 )

2億円)

給十 (▲02億円)共 済組合事業主負担金 (▲02億円)

○扶 助 費  178 3億 円  (対前年度当初予算比 +3 7億 円 )
(主な増減)

生活保護扶Ell費 (▲08億円)障 害者扶助費 (介護 障害児 局1練等)(+20億 円)
児童手当 (▲05億1rl)Ft童扶養手当(+14億円)教 育 保育給付責負担金 (+26億円)

○公 債 費   50 2億 円  (対前年度当初予算比 ▲ 2
(主な増減)

市債元金 (▲ 17億円)市債不1子 (▲05億円)

○負担金補助   50 2億 円  (対前年度当初予算比 ▲1 7億円)
及び交付金
(主な増減 )

後蘭高齢者医療療養給付費負担金 (■ 15億円)北 しリペし廃莱物処理広域連合負担全 (▲02億円)
幼稚園就園奨励費補助全 (▲ 03億円)産業廃栞物等処分事業会計借入金償還金 (▲04億円)
民間保育施設等整備支援事業費補助金 (▲ L9億円)、 日産期医療支援事業費補助金 (▲ 04億円)

○維持補修費   19 9億 円  (対前年度当初予算比 +8 6億 円 )
(主な増減)                          イ

`0 
∂億目》

際雪費 (+9o億円)イ
`α
′億円)、 はしご付き消防自動車整備事業費(+03億円)

○建設事業費   32 0億 円  (対前年度当初予算比 +13 6億 円 )

(主な増減)

防災行政無線倒精事業 (+14億円)校舎等耐震補強等事業費(+68億円)ト イレ改ll・事業費 (中学校)
(+06億円)色内ふ頭老朽化対策事業費 (+22億Fl)港内泊地しゅんせつ事業費(+07億円)、
小樟港保安施設改良事業費 (▲08億円)日 日本郵船

"小
博支店保存修理工事費 (+13億 Fl)

○繰 出 金    69 6億 円  (対前年度当初予算比 ▲ 2 1億 円 )
(主な増減)

港湾整備事業 (▲09億円)病院事業(+10億円)水道事業 (▲03億円) 下水道事業〈▲05信 Fl)
国民健康保険事業 (▲06億円)介護保険事業 (▲03億円)廃棄物処分事業 (▲04億円)

○そ の 他    79 7億 円  (対前年度当初予算比 +1 6億 円 )
(主な増減)

PCB関係経費(+02億Fl)標準宅地鑑定評価委託料(+03億円) 選挙費 (+12億円)
中小企業設備近代化合理化資金貸付金 (▲08億円)、 中小企業経営安定健全化資金貸付金 (▲o6億円)

義務的経費 3206(560%) 維持補修蔓 199
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他会計等借入金の残高
平成 31年度末の残高見込み 16 7億 円 (対前年度比▲4 9億円)

億円

60

511

40

31

"

lll

O

他会計等借入金年度末残高の推移

□

H19   Ha   H21   H″    H23   H24   H25   H26   月27   H26   Ha  H00見  H01予

(全会計)
年度末の残高見込み 896 8億 円 (対前年度比▲34 8億円)

□

H10     H17     H18

5 市債残高
平成 31

億 円
14●00

12¨

10000

8000

∞ CO

4000

2000

00
H`9    日

"    H21    1″
    H23    H24    Hる     Hる    H27

※市債残高 最大 平成¬年度 14240億円
※簡易水道事業は、平成 29年 4月に特別会計から企業会計へ移行

年度末市債残高の推移

枠 内の数値 は合計‐‐‐ ‐‐
,―
 ‐  ‐‐‐  ‐‐   ‐ ‐  ‐ ‐― ‐ ‐‐‐ ‐‐‐‐‐‐ ‐‐ ‐‐     ‐‐‐‐ ‐‐ ‐ ‐‐‐‐‐‐‐‐ ‐‐  ‐‐́‐ ‐‐‐‐ ‐‐  ‐ ‐‐‐‐  ‐ ― ―‐‐  ‐‐ ‐‐ ‐‐‐ ‐  ‐  ‐ ‐ ‐‐

‖ 麗 孵 里 %聟 翌 理 回 回
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□


